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貧困と子どもの抑うつの調整要因：
子どもの「暮らし向きの認知」の性差に注目して

安　明　希＊・鈴木　修斗＊・加藤　弘通＊＊

Exploring the moderating factor between poverty and children’s 
depression: Gender differences in children’s perception of 

their household income.

Myung Hee AN, Shuto SUZUKI, Hiromichi KATO

問題と目的

　低所得家庭の子ども達は、より裕福な子ども達
に比べて様々な心理的な不利を抱えることが示さ
れてきた。例えば、Kachi, Abe, Ando and Kawada

（2017）と駒田（2019）などでは、低所得家庭の
子どもは、より高所得の家庭の子どもと比べてよ
り抑うつを患う傾向が示された。また、Hosokawa 
and Katsura（2018a）と Hosokawa and Katsura

（2018b）の縦断的研究では、日本の子どもの貧
困経験はメンタルヘルスへの長期的な悪影響があ
ることが示された。しかし、日本における子ども
の貧困とメンタルヘルス問題に関する研究の蓄積
はまだ少ないことが指摘されている（Kachi et 
al., 2017）。
　さらに、貧困と子どものメンタルヘルス問題の
関係に関する研究のうち、性差を検討した研究は
国際的に見ても少ない（Johnson, Lawrence, 
Perales, Baxter & Zubrick, 2018; Reiss, 2013）。
Reiss（2013）の社会経済的地位（socioeconomic 
status, SES）と子どものメンタルヘルス問題につ
いてのシステマティックレビューによると、貧困

家庭の子どものメンタルヘルス問題の性差につい
て検討した研究はきわめて少なく、また、それら
の結果には一貫性が見られなかった。一方で日本
の文脈では、貧困と子どものメンタルヘルス問題
の性差を扱った研究はほとんどなく、近年に限っ
ては稲葉（2021）のみである。稲葉（2021）は、
貧困の経験が女子においてのみメンタルヘルス問
題と関連し、男子においてはその関連がないこと
を示した。
　また、前述の研究では、家庭の所得や SES を
中心とした客観的な経済的指標を用いているが、
近年では所得以外の貧困指標の重要性も示されて
いる。例えば、Khin, Yamaoka, Abe and Fujiwara

（2023）では、所得自体は子どもの抑うつに影響
しないが、子ども自身の評価による物的はく奪指
標は抑うつに影響することが示された。また、神
林（2016）のレビューでは、個人の主観的社会的
地位が、SES と独立して健康に関連することか
ら、近年、主観的な経済的指標とメンタルヘルス
を含む健康との関係に注目が集まっていると指摘
した。さらに、加藤（2022）では、客観的な家計
指標である所得階層では子どもの抑うつの差がみ
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られなかったが、子どもの暮らし向きの認知、つ
まり子ども自身が主観的に家庭の暮らし向きをど
のように認知しているか、においては子どもの抑
うつ得点に有意差があり、暮らし向きの認知が低
い子ども、すなわち「貧困の認知」をもつ子ども
は、暮らし向きの認知がふつうかそれ以上の子ど
もよりも抑うつ得点が高かった。さらに、所得階
層そのものよりも、暮らし向きの認知が子どもの
抑うつにより大きな影響を与えることが示唆され
た。また、暮らし向きの認知の低い群は、抑うつ
の値のカットオフ値（ 7 点）を超えていて、単に
量的な差があるのみならず、「貧困の認知」が質
的にも心理的な問題のリスクが深刻であることが
示唆された（加藤，2022）。
　しかし、加藤（2022）では、所得階層や子ども
の暮らし向きの認知と抑うつの関連について、性
差は検討しなかった。また、前述の通り、日本で
は所得階層と子どもの抑うつに関連があり、かつ
その性差の存在が示唆されたが（稲葉，2021）、
子どもの主観的な暮らし向きの認知と抑うつの関
連について、その性差はまだ検討されていない。
そこで、本研究では、これまでの貧困と子どもの
メンタルヘルス問題研究では検討されてこなかっ
た、所得階層および暮らし向きの認知、両方の抑
うつとの関連について、性差に着目した分析を行
う。国際的にも貧困と子どものメンタルヘルス問
題の性差の検討が不足している現状（Johnson et 
al., 2018; Reiss, 2013）を鑑みても、検討の意義が
あるだろう。
　以上をふまえ、本研究では、小学校、中学校、
高校の子どもの家庭の所得、および子どもの貧困
の認知と、それぞれの子どもの抑うつの関係の性
差を明らかにすることを目的とする。そのため、
具体的に以下の 2 つを明らかにする。 1 つは、小
学生、中学生、高校生の家庭の所得階層と暮らし
向きの認知の抑うつへの関連の大きさを比較し、
どちらがより抑うつとの関連が大きいかを明らか
にする。 2 つは、所得階層と暮らし向きの認知、
それぞれと抑うつとの関連に性差があるか否かを
明らかにする。こうした性差の検討によって、貧

困家庭における性別固有の困難を明らかにし、性
差を考慮した将来の研究や貧困対策の策定に貢献
できる可能性があると考える。

方　　法

調査協力者

　2021 年 10 月から 11 月に「令和 3 年度札幌市
子どもの生活実態調査」および「第 2 回北海道子
どもの生活実態調査」に回答した、小学 5 年生、
中学 2 年生、および高校 2 年生に、担任教員から
質問紙を配布してもらい、合計 9,937 名から回答
を得た（回収率：79.4％、小学生：男子 2991 名、
女子 3143 名；中学生：男子 828 名、女子 908 名；
高校生：男子 1034 名、女子 1033 名）。

調査内容および手続き

　性別：「男」、「女」、「どちらともいえない」、「答
えたくない」の 4 件法で回答を求めた。次節での
分析に関しては、「どちらともいえない」および「答
えたくない」を除いた男女のみを分析対象とした。
　抑うつ：Birleson 自 己 記 入 抑 う つ 評 価 尺 度
DSRS-C の短縮版（並川ほか，2011） 9 項目につ
いてたずねた。回答は「そんなことはない（ 0 点）」
から「ときどきそうだ（ 1 点）」「いつもそうだ（ 2
点）」の 3 件法である。なおカットオフ値が 7 点
に定められており、 7 点以上になると抑うつ状態
と診断される可能性が高いことを示している。
　暮らし向きの認知：「経済的に（お金に関して）
は、あなたの家の暮らしは、次のどれにあたると
思いますか」という質問のもと、「大変苦しい（ 1
点）」～「大変ゆとりがある（ 5 点）」に加え、「わ
からない」で回答をもとめた。次節での分析に関
しては、「わからない」を除いた。さらに、暮ら
し向きの認知の質的な差異に注目し、 5 段階での
回答を低群（回答「大変苦しい」および「やや苦
しい」）、中群（回答「ふつう」）、高群（回答「や
やゆとりがある」および「大変ゆとりがある」）
の 3 群に分けて分析した。
　所得階層：本研究で用いられる 5 区分の所得階
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層は、厚生労働省の国民生活基礎調査における貧
困率の推計に用いられる「相対所得貧困線」を基
準線として用い、その倍率に準じて設定した。該
当する倍率は、「低所得層Ⅰ」：1.0 倍未満、「低所
得層Ⅱ」：1.0～1.4 倍未満、「中間所得層Ⅰ」：1.4
～1.8 倍未満、「中間所得層Ⅱ」：1.8～2.5 倍未満、

「上位所得層」：2.5 倍以上であった。本調査では、
50 万刻みの選択肢（800 万以上は 100 万刻み）で
年間所得の回答を求めた。これは当初所得なので、
可処分所得に変換する必要があった。国民生活基
礎調査では、所得 5 分位階層ごとに、所得範囲と
平均所得（a）、平均可処分所得（b）を示している。
これによって、それぞれの所得分位（所得範囲）
ごとの平均所得と平均可処分所得の比を求めるこ
とができる。この比を係数として用い、当該世帯
の可処分所得の推計値を算出し、該当する上記の
所得階層区分を当てはめた。係数の算定は、2019
年国民生活基礎調査を使用した。本調査では、前
述のように選択肢で「所得の幅」把握しているの
で、選択肢の区分線と所得階層区分線が一致しな
い場合が生ずる。これについては、ずれの幅の小
さいほうの所得階層に区分することとした（松
本，2024）。
　分析には IBM SPSS Statistics 28 および HAD 
ver18.2（清水，2023）を用いた。

結　　果

所得階層と暮らし向きの認知の相関

　子どもの所得階層と暮らし向きの認知の関連を
検討するために、所得階層と暮らし向きの認知を、
学 年 ご と、 さ ら に 学 年 ご と か つ 男 女 別 に、
Spearman の順位相関により算出した。以下にそ
れぞれの結果を示す。
　�学年ごとの所得階層と暮らし向きの認知の相関

　小学 5 年生においては、所得階層と暮らし向き
の認知には中程度の有意な正の相関が見られた

（ρ＝.31, p＜.001）。中学校 2 年生においては、中
程度の有意な正の相関が見られた（ρ＝.37, p
＜.001）。そして、高校 2 年生においては、中程

度の有意な正の相関が見られた（ρ＝.45, p＜.001）。
いずれの学年も、相関は中程度であり、相関係数
は学年が上がるにつれ上昇した。
　�学年ごとかつ男女別の所得階層と暮らし向きの

認知の相関

　小学 5 年生男子においては、所得と暮らし向き
の認知は小～中程度の有意な正の相関が見られた

（ρ＝.29, p＜.001）。女子においては、中程度の有
意な正の相関が見られた（ρ＝.34, p＜.001）。中学
校 2 年生男子においては、中程度の有意な正の相
関が見られた（ρ＝.33, p＜.001）。女子においては
中程度の有意な正の相関が見られた（ρ＝.40, p
＜.001）。そして、高校 2 年生男子においては、
中程度の有意な正の相関が見られた（ρ＝.44, p
＜.001）。女子においては、中程度の有意な正の
相関が見られた（ρ＝.45, p＜.001）。
　いずれの学年も、相関は中程度であり、また、
所得階層同様、相関係数は学年が上がるにつれ上
昇した。性差については、いずれの学年において
も男女とも相関係数は同程度で性差はなかった。
ただし、いずれの学年においても、男子よりも女
子がやや相関係数が高かった。

所得階層による抑うつの性差の検討

　まず、Table1 に学年・所得階層ごとの人数と
割合を示した。次に所得階層によって抑うつの得
点に性差があるかどうかを検討するために、抑う
つ得点の平均を求め、学年ごとに、 5 （所得階層）
× 2 （性別）で分散分析を行った（Table 1, 2 ）。
　小学 5年生

　 5 （所得階層）× 2 （性別）で分散分析を行っ
たところ、交互作用は有意でなかった（F(4, 
2427)＝0.75、p＝.56, 偏η2＝.001）。性別の主効果
は有意であった（F(1, 2427)＝27.25、p＜.001, 偏
η2＝.011）。所得階層の主効果は有意ではなかった
（F(4, 2427)＝2.02、p＝.090, 偏η2＝.003）。抑うつ
得点に男女差はあるが、効果量は極めて小さかっ
た。つまり所得階層によって男女での抑うつの有
意差はあるが、その差は極めて小さかった。また、
所得階層による抑うつ得点の差は見られなかっ



178 子ども発達臨床研究　第 19 号（特別号）

た。なお、抑うつのカットオフ値を超えた群はな
かった。

Figure 1
小学 5 年生の所得階層別の抑うつ得点

3

4

5

6

7

8

9

男子 女子

抑
う
つ
得
点

低所得層-Ⅰ

低所得層-Ⅱ

中間所得層-Ⅰ

中間所得層-Ⅱ

上位所得層

男子 女子 

低所得層Ⅰ 

低所得層Ⅱ 

中間所得層Ⅰ 

中間所得層Ⅱ 

上位所得層 

Table 1
所得階層ごとの人数（％）

所得階層
学年 性別 低Ⅰ 低Ⅱ 中Ⅰ 中Ⅱ 上位
小 5 男子 N＝185(15.4) N＝207(17.2) N＝236(19.6) N＝358(29.8) N＝217(18.0)

女子 N＝217(16.5) N＝237(18.0) N＝222(16.9) N＝356(27.1) N＝282(21.5)
中 2 男子 N＝152(15.3) N＝162(16.3) N＝182(18.3) N＝307(30.9) N＝191(19.2)

女子 N＝167(15.3) N＝203(18.6) N＝174(15.9) N＝323(29.6) N＝224(20.5)
高 2 男子 N＝168(17.2) N＝175(17.9) N＝138(14.2) N＝269(27.6) N＝225(23.1)

女子 N＝184(18.7) N＝148(15.0) N＝149(15.1) N＝271(27.5) N＝234(23.7)

Table 2
学年ごとの所得階層・性別の抑うつ得点の分散分析結果

所得階層 主効果
低Ⅰ 低Ⅱ 中Ⅰ 中Ⅱ 上位 所得階層 性差 交互作用

学年 性別
M M M M M F 値 F 値 F 値

(SD) (SD) (SD) (SD) (SD) （偏η2） （偏η2） （偏η2）
小 5 男子 4.32 4.11 4.00 3.91 4.09 2.02 27.25＊＊ 0.75

(0.23) (0.22) (0.20) (0.17) (0.22) (.003) (.011) (.001)
女子 5.08 4.76 5.03 4.49 4.43 

(0.21) (0.21) (0.21) (0.17) (0.19)
中 2 男子 5.45 5.23 5.44 5.20 5.17 3.26＊ 57.24＊＊＊ 1.20

(0.29) (0.29) (0.27) (0.21) (0.26) (.006) (.027) (.002)
女子 7.26 6.36 6.92 6.21 5.93 

(0.28) (0.26) (0.27) (0.20) (0.24)
高 2 男子 5.93 5.95 5.88 6.28 5.99 0.98 34.09＊＊＊ 2.19

(0.28) (0.27) (0.30) (0.22) (0.24) (.002) (.018) (.068)
女子 7.69 6.71 7.09 6.66 6.75 

(0.27) (0.29) (0.29) (0.22) (0.23)
＊p＜.05, ＊＊p＜.01, ＊＊＊p＜.001

　中学 2年生

　 5 （所得階層）× 2 （性別）で分散分析を行っ
たところ、交互作用は有意でなかった（F(4, 
2039)＝1.11、p＝.31, 偏η2＝.002）。性別の主効果
は有意であった（F(1, 2039)＝57.24、p＜.001, 偏
η2＝.027）。所得階層の主効果は有意であった（F(4, 
2039)＝3.26、p＝.011, 偏η2＝.006）。つまり、抑う
つ得点には男女差があり、女子の方が男子よりも
抑うつ得点が高く、中程度の効果量であった。所
得階層によっても抑うつ得点に差はあったが、効
果量は極めて小さかった。つまり、抑うつ得点に
男女差はあるが、所得階層による抑うつ得点の差
は見られなかった。また、カットオフ値を超えた
群は、女子の低所得層Ⅰのみであった。
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　さらに男女それぞれにおける、所得階層（低所
得層Ⅰ、低所得層Ⅱ、中間所得層Ⅰ、中間所得層
Ⅱ、上位所得層）の群間の抑うつ得点の多重比較

（Holm 法）を行った結果、男子は所得階層によ
る抑うつ得点の差が見られなかった。一方、女子
は、低所得層Ⅰと中間所得層Ⅱ、および、低所得
層Ⅰと上位所得層の間で抑うつの得点に差があ
り、いずれも低所得層Ⅰにおいて抑うつ得点が高
かった（それぞれ、p＝.020, d＝.484；p＝.003, d
＝.574）。

　高校 2年生

　 5 （所得階層）× 2 （性別）で分散分析を行っ
たところ、交互作用は有意でなかった（F(4, 
1909)＝2.19、p＝.068, 偏η2＝.068）。性別の主効果
は有意であった（F(1, 1909)＝34.09、p＜.001, 偏
η2＝.018）が、一方、所得階層の主効果は有意で
はなかった（F(4, 1909)＝0.98、p＝.42, 偏η2＝.002）。
つまり、抑うつ得点には男女差があり、女子の方

が男子よりも抑うつ得点が高かった。しかし、所
得階層によっては抑うつの得点に差はなかった。
　さらに男女それぞれにおける、所得階層（低所
得層Ⅰ、低所得層Ⅱ、中間所得層Ⅰ、中間所得層
Ⅱ、上位所得層）の群間の抑うつ得点の多重比較

（Holm 法）を行った結果、女子の、低所得層Ⅰ
と中間所得層Ⅱ間にのみ抑うつ得点の有意差が見
られた（低＞中、p＝.028, d＝.29）が、男子のど
の所得層も女子の他の所得層でも抑うつの得点に
差は見られなかった。つまり、抑うつ得点に男女
差はあるが、所得階層による抑うつ得点の差は見
られなかった。また、カットオフ値を超えた群は、
女子の低所得層Ⅰおよび中間所得層Ⅰであった。

暮らし向きの認知による抑うつの性差の検討

　暮らし向きの認知で抑うつの得点に性差がある
かどうかを検討するために、抑うつ得点の平均を
求め、学年ごとに、 3 （暮らし向きの認知）× 2

（性別）で分散分析を行った（Table 3, 4 ）。

Table 3
暮らし向きの認知ごとの人数 (%)

暮らし向きの認知
学年 性別 低群 中群 高群
小 5 男子 N＝92(8.7) N＝629(59.6) N＝335(31.7)

女子 N＝100(8.8) N＝695(61.3) N＝338(29.8)
中 2 男子 N＝109(11.7) N＝561(60.1) N＝264(28.3)

女子 N＝140(13.7) N＝623(61.1) N＝256(25.1)
高 2 男子 N＝228(21.8) N＝570(54.5) N＝247(23.6)

女子 N＝238(22.8) N＝588(56.3) N＝219(21.0)

Figure 2
中学 2 年生の所得階層別の抑うつ得点
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Figure 3
高校 2 年生の所得階層別の抑うつ得点
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　小学 5年生

　 3 （暮らし向きの認知）× 2 （性別）で分散分
析を行ったところ、交互作用は有意でなかった

（F(2, 2135)＝1.36、p＝.26, 偏η2＝.001）。
　 性 別 の 主 効 果 は 有 意 で あ り（F(1, 2135)＝
12.93、p＜.001, 偏η2＝.006）、暮らし向きの認知の
主 効 果 は 有 意 で あ っ た（F(2, 2135)＝34.69、p
＜.001, 偏η2＝.031）。つまり、抑うつ得点には男
女差があり、女子の方が男子よりも抑うつ得点が
高かった（p＜.001）。また、暮らし向きの認知低
群は中、高群よりも抑うつ得点が高く、暮らし向
きの認知中群は、高群よりも抑うつ得点が高かった

（p＜.001, d＝.55、p＜.001, d＝.67、p＜.001, d＝.14）。
　さらに男女それぞれにおける、暮らし向きの認
知（低、中、高）の群間の抑うつ得点の多重比較

（Holm 法）を行った結果、男子の暮らし向き認
知低群は他のどの群よりも抑うつ得点が高かった

（低群 vs 中群比較：p＜.001, d＝.61、低群 vs 高群
比較：p＜.001, d＝.55）。女子は、暮らし向き認知
低群は他のどの群よりも抑うつ得点が高く、中群
は高群よりも抑うつ得点が高かった（低群 vs 中
群 比 較：p＜.001, d＝.64、 低 群 vs 高 群 比 較：p
＜.001, d＝.82、中群 vs 高群：p＜.001, d＝.18）。

　中学 2年生

　 3 （暮らし向きの認知）× 2 （性別）で分散分
析を行ったところ、交互作用は有意でなかった

（F(2, 1920)＝1.04、p＝.35, 偏η2＝.001）。
　性別の主効果は有意であり（F(1, 1920)＝38.40、
p＜.001, 偏η2＝.020）、暮らし向きの認知の主効果
は有意であった（F(2, 1920)＝16.65、p＜.001, 偏
η2＝.017）。つまり、抑うつ得点には性差があり、
女子の方が男子よりも抑うつ得点が高かった。ま
た、暮らし向きの認知低群は中、高群よりも抑う
つ得点が高かった。
　さらに多重比較を行ったところ、男女それぞれ

Table 4
学年ごとの暮らし向きの認知（認知）・性別の抑うつ得点の分散分析結果

認知 主効果
低 中 高 認知 性差 交互作用

学年 性別
M M M F 値 F 値 F 値

(SD) (SD) (SD) （偏η2） （偏η2） （偏η2）
小 5 男子 6.30 5.04 4.69 34.69＊＊＊ 12.93＊＊＊ 1.36

(3.52) (3.11) (3.23) (.031) (.006) (.001)
女子 7.62 5.76 5.24 

(3.99) (3.60) (3.66)
中 2 男子 6.73 6.04 5.64 16.65＊＊＊ 38.40＊＊＊ 1.04

(3.56) (3.26) (3.40) (.017) (.020) (.001)
女子 7.98 6.72 6.39 

(3.97) (3.59) (3.52)
高 2 男子 6.73 6.04 5.64 18.67＊＊＊ 27.69＊＊＊ 1.11

(3.56) (3.26) (3.40) (.018) (.013) (.001)
女子 7.98 6.72 6.39 

(3.97) (3.59) (3.52)
＊＊＊p＜.001

Figure 4
小学 5 年生の暮らし向きの認知別の抑うつ得点
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における、暮らし向きの認知（低、中、高）の群
間の抑うつ得点の多重比較（Holm 法）の結果、
男子の暮らし向き認知低群は他の群よりも抑うつ
得点が高かった（低群 vs 中群比較：p＝.008, d
＝.65, 低群 vs 高群比較：p＜.001, d＝55）。女子も
男子と同様、暮らし向き認知低群は、他の群より
も抑うつ得点が高かった（低群 vs 中群比較：p
＜.001, d＝.64, 低群 vs 高群比較：p＜.001, d＝.75）。
　また、カットオフ値を超えた群は、女子の暮ら
し向き認知低群のみであった。

　高校 2年生

　 3 （暮らし向きの認知）× 2 （性別）で分散分
析を行ったところ、交互作用は有意でなかった

（F(2, 2061)＝1.11、p＝.33, 偏η2＝.001）。
　性別の主効果は有意であり（F(1, 2061)＝27.69、
p＜.001, 偏η2＝.013）、暮らし向きの認知の主効果
は有意であった（F(2, 2061)＝18.67、p＜.001, 偏
η2＝.018）。つまり、抑うつ得点には男女差があり、
女子の方が男子よりも抑うつ得点が高かった。ま
た、暮らし向きの認知低群は中、高群よりも抑う
つ得点が高く、暮らし向きの認知中群は高群より
も抑うつ得点が高かった。
　さらに男女それぞれにおける、暮らし向きの認
知（低、中、高）の群間の抑うつ得点の多重比較

（Holm 法）を行った結果、男子の暮らし向き認
知低群は他の群よりも抑うつ得点が高かった（低
群 vs 中群比較：p＝.013, d＝.26, 低群 vs 高群比
較：p＜.001, d＝.31）。女子も男子と同様、暮らし

向き認知低群は、他の群よりも抑うつ得点が高
かった（低群 vs 中群比較：p＜.001, d＝.36, 低群
vs 高群比較：p＜.001, d＝.45）。
　また、カットオフ値を超えた群は、女子の暮ら
し向き認知低群のみであった。

考　　察

　本研究の目的は、小学校、中学校、高校の子ど
もの家庭の所得、および子どもの貧困の認知と、
それぞれの子どもの抑うつとの関係、及びその関
係にある性差を明らかにすることであった。研究
の目的に沿って、結果をまとめると、以下の 4 点
が明らかになった。 1 つは、所得階層と暮らし向
きの認知は、学年が上がるごとに一致してくるが、
学年に加えて性差を見ると、いずれの学年におい
ても、男子よりも女子において一致度がやや高
かった。 2 つは、所得階層よりも暮らし向きの認
知のほうが、子どもの抑うつに影響が大きいこと
が明らかになった。 3 つは、所得階層および暮ら
し向きの認知の両方において性差があり男子より
も女子において抑うつ得点が高く、かつ女子にお
いて関連が大きかった。 4 つは、小学生、特に女
子において、暮らし向きの認知の影響が大きいこ
とが示された。以上をふまえ、それぞれの結果に
ついて考察する。

所得階層と暮らし向きの認知の相関

　所得階層と暮らし向きの認知の相関は、いずれ

Figure 5
中学 2 年生の暮らし向きの認知別の抑うつ得点
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Figure 6
高校 2 年生の暮らし向きの認知別の抑うつ得点
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の学年においても中程度の正の相関が見られ、か
つ学年が上がるごとに相関は高くなった。これは
加藤（2022）の結果と一致している。さらに本研
究では、学年に加えて性差を見たところ、いずれ
の学年においても男女とも相関係数は中程度で性
差は見られなかったが、ただし、いずれの学年に
おいても、男子よりも女子においてやや相関係数
が高かった。このことから、男子よりも女子にお
いて家計の認知がより正確であると考えられる。
これは稲葉（2021）が提言するように、男子よりも
女子の方が家庭の家計や金銭的問題をより鋭敏に
認識している可能性がある。また、これにはジェ
ンダー格差が潜んでいる可能性があると稲葉（2021）
は 指 摘 し た。Kessler, McLeod and Wethington

（1985）によれば、女性は他者への配慮や気遣い
といったケア役割を担うことが男性よりも多く、
そのため関係する他者が抱える問題に影響を受け
がちであり、女子のストレッサーの範囲は男子よ
りも広くなり、その結果、メンタルヘルス問題を
抱える傾向にあると指摘した。つまり、男女とも
に家計の認知は年齢とともに発達するものの、ケ
ア役割のジェンダー格差により、女子がより家計
に敏感で、後述するように男子よりも女子におい
て家計およびその認知から抑うつへの影響を受け
やすく、その結果、メンタルヘルス問題に対して
より脆弱であると考えられる。

所得階層および暮らし向きの認知と抑うつの関連

の大きさ

　所得階層と抑うつの関連を検討した結果、所得
自体は子どもの抑うつにほとんど関連がなかっ
た。対照的に、暮らし向きの認知は子どもの抑う
つに関連があり、小～中程度の影響を与えていた。
これは加藤（2022）の結果と一致していた。つま
り、子どもの抑うつに対しては所得階層よりも暮
らし向きの認知の方がより影響が大きいと考えら
れる。このことから、暮らし向きの認知は、所得
と同等あるいはそれ以上に重要であることが示唆
された。近年の研究では、貧困とメンタルヘルス
問題について検討する際、客観的な指標、例えば

所得階層や SES などで研究協力者を区分したメ
ンタルヘルス問題へのアプローチには限界が指摘
され、主観的社会的地位（SSS）などの主観的な
指標によるアプローチの重要性が指摘されており

（Hayashida et al., 2019; Schenck-Fontaine and 
Panico, 2019）、本研究の結果もこれらの指摘を支
持するものであった。これらのことから、低所得
という客観的な状況よりも、「貧困の認知」とい
う主観的な状況がよりメンタルヘルス問題に影響
が大きいと考えられる。たとえば、低所得家庭の
子どもが経験しやすい、友人を含む周囲の人々か
らのスティグマへの不安を抱くこと（Ridge, 
2011）や、金銭的な問題で進学の選択肢が限られ
る（多喜 , 2022）といった主観的な状況、言い換
えれば「貧困の経験」が、子どものメンタルヘル
スにより重大な影響を与えると考えられる。今後
の研究では、子どもの家庭の所得といった客観的
な指標だけでなく、子どもの SSS や暮らし向き
の認知といった主観的な指標を用いたメンタルヘ
ルス問題との関連を検討する研究の一層の蓄積が
必要であると考える。

所得階層および暮らし向きの認知と抑うつへの関

連の性差

　所得階層および暮らし向きの認知の両方で抑う
つへの関連には性差があり、男子よりも女子にお
いて抑うつ得点が高かった。つまり、低所得、ま
たは「貧困の認知」のある女子がより抑うつの問
題を抱えることが示唆された。まず、所得階層と
抑うつの関連の性差について考察する。中 2 女子
は低所得層Ⅰおよび高 2 女子の低所得層Ⅰおよび
中間所得層Ⅰにおいては量的な差はないものの、
抑うつのカットオフ値を超えており、女子の低所
得層に配慮や支援が必要であると言える。高 2 女
子の中間所得層Ⅰでカットオフ値を超したことに
関しては、Lister（2021）を参考に考察したい。
Lister（2021）は、相対的貧困率などに代表され
る所得という閾値を用いて貧困か否かを区分する
ことについて警鐘を鳴らしている。低所得層にぎ
りぎり分類されない、より低所得層に近い中間所
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得層は、低所得層と同程度の困難や苦痛があるに
も関わらず、その苦難が見逃され、制度的な手当
がなされないため、潜在的なリスクがある（Lister, 
2021）。そのことにより、本研究においては、中
間所得層であっても低所得層により近い中間所得
層Ⅰにおいても、子どもの抑うつ得点が高くなっ
た可能性も考えられる。そのため、低所得層だけ
でなく、低所得層により近い中間所得層について
も、配慮や公的支援が必要と考えられる。
　一方、所得階層とは対照的に、暮らし向きの認
知は子どもの抑うつに関連があり、小～中程度の
影響を与えていた。また、性差もあり、男子より
も女子の方が抑うつの得点が高かった。これらの
結果から、暮らし向きが苦しいと答えた子ども、
なかでも女子は抑うつのリスクが高いと考えられ
る。これについて考えられる説明は 2 つある。 1
つは、女子の特性である。すなわち、稲葉（2021）
が提言するように、女子の方が男子よりも家庭の
困難に対して敏感かつ脆弱であり、家計の苦しさ
を感じやすい可能性が考えられる。 2 つは、女子
を取り巻く社会的な状況、すなわち、ジェンダー
の問題が関連する可能性である。例えば、伊佐

（2021）は低 SES 家庭の女子が教育的な下降移動
（「よりランクの高い難関大学への進学可能性を
持っていたにも関わらず、それをしなかった、あ
るいはできなかった」（p.16））をしやすい傾向に
あること、さらに「女性向き」とされる特定の職
業、例えば看護師に代表される医療職や教職へと
いざなう「ジェンダー・トラック」が存在するこ
とを指摘した。つまり、現在の日本社会において
は、低 SES 家庭の女子は、男子に比べ、家計の
状況を敏感に察知し、いろいろと諦めなければな
らないことが多い可能性がある。そうした女子を
取り巻く社会的な状況、言い換えればジェンダー
格差が、自らの家庭の暮らし向きが苦しいと認知
している女子のメンタルヘルスにより重大な影響
を与えると考えられる。しかし、貧困家庭の子ど
ものメンタルヘルス問題の性差に関しては、研究
の蓄積が乏しく、結果が一貫していない（Reiss, 
2013）。例えば、Johnson et al.（2018）の研究で

は、女子において所得は不安・抑うつに関係がな
く、男子においてのみ所得と抑うつに関係があり、
本研究の結果とは逆の結果である。このため、今
後は、貧困と子どものメンタルヘルス問題におけ
るジェンダー問題についての研究の蓄積が求めら
れる。

暮らし向きの認知の抑うつの学年差およびその性差

　暮らし向きの認知に関しては、低学年ほど暮ら
し向きの認知による抑うつの差が大きいことか
ら、幼い頃に暮らし向きが苦しいと感じるほどメ
ンタルヘルスへの影響が大きく、かつ女子におい
てそれが顕著であることが示された。年齢段階に
関する結果は Reiss（2013）のレビューと一致し
ており、Reiss（2013）では、貧困は 12 歳以上の
思春期の子どもよりも幼い子どもほど、メンタル
ヘルス問題に関連が大きいことが示された。また、
加藤（2022）では、低学年であるほど家庭の所得
と暮らし向きの認知の不一致が見られ、換言すれ
ば家庭の経済状況の理解が高学年に比べると未熟
であることが示された。しかし、そのような家計
の認知の未熟な幼い子どもですら貧困を認知せざ
るを得ない厳しい貧困下では、「いつこの貧困が
終わるのか」といった貧困経験の終わりの見通し
を持つことは、幼い子どもには困難である。
Lister（2021）は「心理的に見ても、貧困への当
事者としての対策から見ても、重要となってくる
のは、その貧しさがどこまで続くのか見通しがつ
くことである」（p.101）と指摘した。時間的展望
が未熟で「見通しの立たない貧困」を認知した子
どもは、高学年の子どもよりも大きなメンタルヘ
ルス問題のリスクを抱えると考えられる。時間的
展望とは、「個人の心理的な過去、現在、未来の
相互関連過程から生み出されてくる、将来目標・
計画への欲求、将来目標・計画の構造、および過
去、現在、未来に対する感情」（都筑，1999，p.36）
である。一般的に小学生はポジティブな時間的展
望を持つ（飛永，2007）が、貧困家庭の子どもは
ネガティブな時間的展望を持つ可能性がある。つ
まり、低所得が保護者の心理的負担や家庭の荒れ
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を引き起こし、それを日常的に家庭内で目の当た
りにする子どもは「貧困の認知」をより強固に持
つようになり、ネガティブな時間的展望、すなわ
ち「終わりの見えない貧困」に苛まれることで抑
う つ を 引 き 起 こ す 可 能 性 が あ る。 加 え て、
Hosokawa and Katsura（2018a）の縦断的研究が
示したように、その抑うつ等のメンタルヘルス問
題が将来にわたり悪化しさえする可能性がある。
つまり、小学生という低年齢で「貧困の認知」し、
貧困の解決の見通しがつかないネガティブな時間
的展望を持つことによるメンタルヘルス問題およ
びその将来にわたる発展のリスクは甚大なものと
なる可能性が考えられる。本研究では時間的展望
は扱わなかったが、今後の研究で子どもの貧困に
関する時間的展望と抑うつとの関連を検討する必
要があるだろう。また、実践的示唆としては、
Arai, Goto, Komatsu and Yasumura（2021）が提
言するように、早期に経済的困難を抱える保護者
を発見し、育児支援や自治体からの経済的支援を
提供する必要があると考える。

今後の展望

　低所得家庭のメンタルヘルス問題の性差に注目
した研究は、国内外において現状乏しく、現状、
結果に一貫性がない（Johnson et al., 2018; Reiss, 
2013）。貧困のメンタルヘルス問題の性差につい
てジェンダーの問題が関連し、さらに本研究の結
果が示したように女子がより大きな不利を被って
いるならば、彼女らが実際に貧困を認知し不利益
を被った経験や、それによる心理的な影響などの、
貧困家庭のジェンダー問題に関する経験とその心
理的影響を明らかにする調査が必要であると考え
られる。また、実践においては、教育現場でのス
クールカウンセリングや政策決定において、子ど
もの性差を加味した教育実践、および貧困対策の
施策が必要であろう。
　また、本研究では、加藤（2022）と同様に、「貧
困の認知」が所得と同等あるいはそれ以上に重要
であることが示唆された。では、子どもたちは何
を通して「貧困を認知」するのだろうか。Ridge

（2011）のレビューでは、低所得家庭の保護者が
経済的なプレッシャーに苛まれていることに子ど
もたちは共感し、理解していることが示された。
つまり、心理的にも物質的にも経済的不利を被る
保護者の姿を見ることが、子どもたちの「貧困の
認知」を引き起こす可能性があると考えられる。
また、同研究では、子ども同士の対人関係の問題
や、学校での教科書等の必需品を用意できるかど
うかの不安を通して、子どもが悲しみ、恥、不安
などのネガティブな感情を持つことが示された

（Ridge, 2011）。Ridge（2011）の文脈は英国であ
るが、日本においてもこのような「子どもの貧困
の経験」の質的研究、かつ、ジェンダー問題を考
慮した研究が必要であると考えられる。
　本研究は、国内外において検討が不足していた
貧困と子どものメンタルヘルス問題についての性
差を検討した点で、既存の研究の蓄積に貢献した
と言えよう。しかし、本研究には以下の課題が残
る。まず、地域の制限である。本研究の質問紙回
答者は北海道の子どものみであった。所得階層ま
たは暮らし向きの認知とメンタルヘルス問題の関
連には地域差が予測されるため、日本の他の地域
においても、本研究同様の調査が必要であると考
える。次に、調査方法の制限である。本研究は横
断的調査であり、一時点の家計の状況および抑う
つ得点の測定にとどまっている。家計の状況は個
人のライフコースにより異なることと、メンタル
ヘルスの状態も変化していくものであるから、今
後は一時点にとどまらない、縦断的な研究による
貧困と子どものメンタルヘルスの経時的変化とそ
の心理的影響、かつその性差を明らかにしていく
必要があると考える。
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